
外国人労働者定着支援事業 企画提案募集要領 

 

１ 委託業務名 

石川県外国人労働者定着支援事業 

 

２ 事業の目的 

 県内の外国人労働者数および外国人雇用事業所が年々増加する一方で、外国人労働者

の雇用を希望する企業や雇用中の企業には、外国人労働者の受入のための知識やノウハ

ウの不足から、採用や定着に課題を抱える企業も多い。 

 そのため、円滑な雇用及び職場定着が行えるよう、企業における外国人労働者の受け

入れ態勢の整備および雇用後の職場定着に関する環境整備を支援し、県内企業における

外国人労働者の確保につなげることを目的とする。 

 

３ 事業内容等 

別添の「石川県外国人労働者定着支援事業事業委託仕様書」のとおり 

 

４ 事業実施期間 

  契約締結日から令和６年３月３１日まで 

 

５ 見積限度額 

  ５，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

   なお、上記金額は予算の上限であって契約額ではないので留意すること。 

 

６ 企画提案公募参加資格 

（１）民間企業、ＮＰＯ法人、その他の法人及び法人以外の団体 

（２）委託業務に関するノウハウを有し、かつ当該委託業務を円滑に遂行するための必

要な経営基盤を有していること 

（３）次の事項にいずれも該当しないこと 

① 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4の規定に該当する者 

② 石川県から指名停止の措置を受けている者 

③ 県税、消費税及び地方消費税を滞納している者 

④ 会社更生法、民事再生法等に基づく再生又は更生手続きを行っている者 

⑤ 役員（役員として登記または届出されていないが、事実上経営に参画している

者を含む。）が、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

掲げる暴力団及び第６号に掲げる暴力団員並びにそれらの利益となる行動を行

う者 



⑥ 政治団体 

⑦ 宗教団体 

 

７ 応募書類 

（１）応募申込書（様式１） 

（２）企画提案書（様式２） 

セミナーの内容、伴走支援のメニューについて提案内容を記載すること。 

また、アピールしたい点等（応募者の持つ強み、工夫した点、類似事業の実績等）

を記載すること。 

（３）経費精算書（様式３） 

（４）その他、提案の内容を補足する書類（任意様式、A4用紙 5枚以内） 

提出は任意とする。提案内容を補足する資料があれば提出すること。 

（５）添付書類 

  ア 定款又は寄付行為 

  イ 最新の決算（営業）報告書（1年分） 

ウ パンフレット等会社の概要がわかるもの 

（６）留意事項 

① 企画提案は１者につき１件とする。 

② 企画提案は当要領６（２）の全てについて提案することとする。 

③ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は失格とする。 

④ 書類の内容を提出後に変更することはできない。 

⑤ 提出された書類は返却しないものとする。 

⑥ 応募申込に要する費用は、応募者の負担とする。 

⑦ 再委託を必要とする場合は、企画書に理由及び範囲、予定金額を明記すること。 

⑧ 採択された企画提案書の著作権は石川に帰属するものとする。 

 

８ 応募の手続き及び選考方法 

（１）問い合わせ先及び応募書類の提出先 

〒９２０－８５８０ 石川県金沢市鞍月１－１ 

 石川県商工労働部労働企画課 社会人 UIターン・雇用推進グループ 

 電話：０７６―２２５－１６７２ 

 E-MAIL：e191300a@pref.ishikawa.lg.jp 

（２）応募の手続き 

 ① 募集要項の配布 

 ア 日  時 令和５年５月１７日（水）から令和５年６月１日（木）正午まで 

 イ 場  所 石川県商工労働部労働企画課 



石川県労働企画課ホームページからダウンロードすることも可能。 

ホームページアドレス https://www.pref.ishikawa.lg.jp/roudou/index.html 

② 応募に関する質問 

ア 受付期間  

令和５年５月１７日（水）から令和５月３１日（水）１５時まで 

イ 提出先および提出方法 

８（１）の担当課（問い合わせ先及び応募書類の提出先）あてにメールで提出

すること※口頭による質問は一切受け付けないものとする。 

ウ 回答方法 

質問ごとに随時、質問者に対し、回答する。 

なお、企画提案書の審査に係る質問には回答できない。 

③ 応募書類の受付 

 ア 提出方法 

   直接持参又は郵送すること。 

イ 提出期限 

   令和５年６月１日（木）１７時必着 

 ウ 提出部数 

   正本１部、副本５部（副本は正本の複写可） 

 

９ 選考について 

（１）選考方法 

ア 審査会において下記②の審査基準に基づいて審査を行い、予算の範囲内におい

て優れた提案をした１社を受託候補者として選定するものとする。 

イ 審査にあたっては、書類審査を実施する。 

（２）審査基準  

別表のとおり 

（３）審査結果の通知 

審査対象となった提案の応募者全員に審査結果を書面で通知する。 

 

１０ 受託候補者選定後の手続き 

（１）県は書類審査で選定した受託候補者から見積書を徴収し、県が設定する予定価格

の範囲内で随意契約を締結するものとする。 

（２）業務委託仕様は受託候補者が提出した企画提案書等を基に確定する。なお、事業

の実施にあたり県と受託候補者との協議により、提案内容を一部変更したうえで業

務委託仕様書を作成することがある。 


